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の賃貸繁忙期も落ち着きを見せ、多くのご成約・ご入居が動いた時期がひと段落い春

たしました。市場は比較的活発に推移し、新たな入居者様を迎えられたオーナー様も多く

。 、 。いらっしゃることと存じます ご協力いただきました皆さまに 改めて御礼申し上げます

一方で、入居後の管理体制や住環境の維持が、今後の入居者満足度や長期入居に大きく影

響する重要な局面となります。賃貸アパート・マンション経営において、入居者トラブル

は避けて通れない課題の一つです。特に多いのが、ゴミ出しのルール違反や生活音による

騒音、共用部の使い方など、日常的なマナーに関する問題です。近年は入居者層の多様化

も進んでおり、初めて一人暮らしをされる方や生活スタイルの異な

る方同士が同じ建物で暮らす中で、認識のズレがトラブルの引き金

となるケースも少なくありません。例えば、ゴミの分別方法や収集

日の理解不足により、ゴミ置場に未分別のゴミが放置されると、衛

、 。生面の悪化だけでなく 他の入居者の不満が蓄積しやすくなります

また、夜間の足音や洗濯機の使用音なども、本人にとっては日常の

範囲内であっても、周囲にとっては大きなストレスとなり、苦情へ

と発展することがあります。さらに、共用廊下への私物放置や駐輪

マナーの問題も、放置すれば物件全体の印象を損ねる要因となりま

す。こうしたトラブルにおいて重要なのは 「早期発見・早期対応」、

です。軽微な段階で適切に対応することで、問題の深刻化を防ぐこ

とができます。例えば、ゴミ出しルールについては掲示物の設置や

定期的な注意喚起を行い、騒音については該当入居者へ配慮を促す

ようなやんわりとした個別連絡を行うなど、初動の一手がその後の

展開を大きく左右します。対応が遅れると 「管理が行き届いていな、

い物件」という印象を与え、退去や空室リスクの増加にもつながりかねません。そこで大

きな役割を果たすのが、私ども管理会社の存在です。管理会社が間に入ることで、入居者

同士の直接的なやり取りを避けることができ、感情的な対立の発生を抑えることが可能と

なります。また、第三者として客観的に状況を整理し、過去の対応事例や契約内容、法的

観点を踏まえた適切な対処が行える点も大きなメリットです。さらに、相談窓口を一本化

することで入居者の安心感が高まり 「何かあれば管理会社に相談できる」という信頼関、

係の構築にもつながります 入居者トラブルは 起きてから対処するもの ではなく 未。 「 」 、「

然に防ぎ、早期に収めるもの」という意識が重要です。管理会社を有効に活用し、迅速か

つ適切な初期対応を行うことで、良好な住環境の維持と入居者満足度の向上を図り、結果

として安定した賃貸経営と資産価値の維持につなげていきたいところです。

第０３２１号

- 2 -

年 月、経済産業省が主導するトップランナー制度2027 4

、により家庭用エアコンの省エネ基準が大幅に引き上げられ

現行基準の約 割が満たせない新基準となります。これに7

より、安価な低機能（スタンダード）モデルが販売できな

くなり、省エネ性能の高い上位モデルへのシフトによる実

質的な「エアコン価格高騰」が懸念されています （特に。

） 、フィルター自動清掃機能なし が製造・販売できなくなり

これまで ～ 万円程度で購入できた安価なスタンダード6 9

モデルが市場から消え、 万円以上の高機能モデルが主流10

になると予想されています。日本では 年から「改正省2022

エネ法（省エネ・非化石転換法 」が推進され、省エネ政）

策の中心になってきました。この法律に基づく「トップラ

ンナー制度」により、 年 月からエアコンの新たな省エネ基準（ 年度基準）2027 4 2027

が開始されるのです。トップランナー制度とは聞き慣れない言葉かもしれませんが、

要するに「市場で最も省エネ性能の高い製品を基準として、他のメーカーもそのレベ

ルに追いつきなさい」という仕組みです。家庭における家電の消費電力の３割強がエ

アコンになるので、カーボンニュートラルの実現に向けてエアコンの省エネが重要視

。 、 （ ）されています トップランナー制度は 製品を製造・出荷する製造事業者 メーカー

に対して適用される制度で、ご家庭において現在使用しているエアコンをすぐに買い

替える必要はありません。引き続き使っても です。但し、今後は駆け込み需要もOK

考えられ、販売店では「早めの行動」を呼びかけています。現時点でも大量に在庫を

抱える業者もあり、やや納品まで時間がかかるようになってきています。省エネ基準

％以上の遵守が100

必須であることに加

えて昨今の材料費や

人件費の高騰を考え

ると、来年まで経た

なくとも値上げは避

けられない状況にな

りつつあります。ま

た夏場には例年取付

け件数が多くなるこ

とから、出来るだけ

早めに交換するのが

おすすめです。

第０３２１号



- 3 -

第０３２１号

賃貸物件を探していると、募集図面の中に「残置物」といった表記

を見かけることがあります。一見すると、最初から家具・家電が付い

ているお得な物件に思えるかもしれません。しかし、この「設備」と

「残置物」という言葉には大きな違いがあり、その違いを知

らなければトラブルに発展することもあります。具体的には

エアコンやインターフォン、洗面台、給湯機器など生活に欠

かせないものが設備として含まれています。一方、残置物は

取付け式の照明器具やガスコンロ、湯沸し器、複数のエアコ

ンなどが代表格と言えるでしょう。この二つの違いは、故障

した際の「修理義務」が貸主か借主かのどちらにあるかという

点になります 「設備」である場合、貸主が賃料をもらう対価。

として入居者が快適に暮らせるよう提供を約束したものです。

もし備え付けのエアコンが故障した場合、その修理交換費用は

貸主の負担になります。一方で「残置物」は、前の入居者が退

去時に「取り付けたエアコンが古くないので処分がもったいな

いのですが…」といった理由で、貸主の承諾を得たうえで置

いていった物になります。貸主は残置物とし自由に使ってい

いけれど、壊れた場合は「修理交換はしません」ということ

になります。つまり、エアコンが「残置物」であった場合、

故障してしまっても貸主に修理を求めることはできません。

修理する場合や、処分する際も基本的には借主負担となりま

す。この違いを知らずに入居すると故障した際にどちらが負

。 、担するかで揉めることにもなりかねません よくある事例が

エアコン完備だと思い契約したものの、実は「残置物」で、

入居直後に故障が発覚し修理が必要となるケースです。残置

物は前の住人の使用状況が分からず、耐用年数を過ぎている

ことも少なくありません。また、ファミリータイプなど複数

のエアコンがある場合に の一台は「設備」で、子供部屋LDK

のもう一台は「残置物」といったこともあります。このよう

な状況から内見時やご紹介の際には、どれが「設備」で、ど

れが「残置物」かを説明いたしますが、しっかりと理解して

いただくことが大事です。お部屋を探す側としては、エアコ

ンなど付いているからラッキーと安易に飛びつくのではなく、その

維持費を誰が負担するのか、言葉の定義を正しく理解することが重

要です。お部屋探しのポイントとしてチェックしましょう。
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令和8年以降に住宅の購入や建て替えをお考え場合、今期の住宅ロー

ン減税の主な改正ポイント5つ見てみましょう。

１．適用期間：2026年1月1日～2030年12月31日までの（5年間延長）

２．省エネ性能の高い既存住宅について借入限度額を引き上げ、特に子育て世帯・若夫婦世帯への

借入限度額の上乗せ措置を講じるとともに、控除期間を13年間に拡充されました。

３．これまで原則50㎡以上だった床面積要件が、2026年以降は40㎡以上に緩和されます （但し、合。

計所得金額1,000万円超の方及び子育て世帯等への上乗せ措置利用者は50㎡以上 。）

４．令和10年以降に建築確認を受ける省エネ基準適合住宅について、適用対象外とする（登記簿上

の建築日付が令和10年6月30日までのものは適用対象 。）

５．令和10年以降に入居する場合、土砂災害等の災害レッドゾーンの新築住宅は適用対象外とする。

（建替え・既存住宅・リフォームは適用対象 。）

※災害レッドゾーン：土砂災害特別警戒区域、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域、浸水被

害防止区域、災害危険区域（都市再生特別措置法に基づく勧告に従わないものとして公表の対象と

なった場合に限る）

※実際の控除額は年末のローン残高に基づいて計算されるため、ローン残高の減少に伴い控除額も

減少していきます。そのため、13年間の実際の控除総額は表示されている理論上の最大値より少な

くなりますので予めご承知おき下さい。

※今回の改正は 「既存住宅 省エネ対応 「コンパクト住宅」の取得、 」×

促進が大きな柱となり、控除期間13年への延長や床面積要件の緩和に

よって、より多くの方が利用しやすくなりました。一方で、省エネ基

準未達の住宅は控除対象外となる場合や、災害リスクの高い地域（災

害レッドゾーン）の新築住宅は令和10年以降適用外に、床面積要件は

合計所得金額によって異なるなど条件に注意が必要です。

これからは、省エネ性能や災害リスク、所得要件の確認などの事前

確認が重要となるでしょう 「住宅ローン減税制度」を最大限活用す。

るには、申請に必要な書類準備や最新要件の確認、事前のシミュレー

ションが不可欠です。安心してマイホームを取得するために制度概要をしっかり理解し、分からな

い点は専門家や公的機関に相談するのも大事ですね。

今年のゴールデンウィークは如何お過ごしだった編集後記

でしょうか…。ある調査会社によると、今年は物価に加え燃

油高と中東情勢の影響により家で過ごす方が多かったようです。

長期休暇、家で過ごす時間が増えるので「改めて住まいの快適さ

」「 」 。に気づいた 逆に不便さに気づいた などなど…あるようです

改めて収納や生活動線を見直すのも良いかもしれませんね…
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